
平成２２年（厚）第２４０号

平成２３年８月３１日裁決

主文

１　本件再審査請求に基づき、厚生労働大

臣が平成○年○月○日付で再審査請求人

に対してした、障害給付を支給しないと

した原処分のうち、障害基礎年金を支給

しないとした部分を取り消す。

２　その余の本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、障害基礎年金及び

障害厚生年金（以下、併せて「障害給付」

という。）の支給を求めるということであ

る。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、筋ジストロフィー（以下「当

該傷病」という。）により障害の状態に

あるとして、「国民年金・厚生年金保険・

船員保険障害給付裁定請求書」に所定事

項を記載して提出し、平成○年○月○日

（受付）、社会保険庁長官に対し、事後重

症による請求として障害給付の裁定を請

求した。

２　厚生労働大臣（注：障害給付の給付を

受ける権利は、平成２２年１月１日から

厚生労働大臣が裁定）は、平成○年○月

○日付で、請求人に対し、「障害厚生年

金を受給するためには、傷病の初診日が

厚生年金保険の被保険者であった間であ

ることが要件の１つとなっていますが、

現在提出されている書類では、当該請求

に係る傷病 (筋ジストロフィー )の初診

日が平成○年○月（厚生年金保険の被保

険者であった間）であることを確認する

ことができないため。」という理由によ

り、障害給付を支給しない旨の処分（以

下「原処分」という。）をした。

３　請求人は、原処分を不服とし、○○厚

生局社会保険審査官（以下「審査官」と

いう。）に対する審査請求を経て、当審

査会に対し、再審査請求をした。その不

服の理由は、再審査請求書の「再審査請

求の趣旨及び理由」欄に記載されている

ものをそのまま掲記すると、次のとおり

である。

審査資料によりますと、初診日を特定

できる医師又は、医療機関が作成した診

断書等は無いとあるが、腰痛にて初めて

受診したａ病院に於て、受診状況等証明

書及び入院証明書（診断書）の通り（別

添の通り）初診日の確認がとれましたの

で、再審査の程よろしくお願い致します。

第３　問題点

事後重症による障害厚生年金が支給され

るのは、障害の原因となった傷病（その障

害の直接の原因となった傷病が他の傷病に

起因する場合は、当該他の傷病を含む。以

下同じ。）につき初めて医師又は歯科医師

の診療を受けた日（以下「初診日」という。）

において厚生年金保険の被保険者であった

者であって、障害認定日において障害等級

に該当する障害の程度になかったものが、

同日後６５歳に達する日の前日までの間に

おいて、その傷病により障害等級に該当す

る程度の障害の状態に該当するに至ったと

きで、その期間内に裁定請求をした場合に

限られる。

そして、２級以上の障害厚生年金が支給

される者には、併せて障害基礎年金が支給

されることになっている。

請求人に認められる障害が当該傷病によ

るものであることは当事者間に争いがない

ところ、原処分は、請求人の障害給付の裁

定請求を却下したのであるが、その理由は、

請求人の当該傷病に係る初診日（以下「本

件初診日」という。）が厚生年金保険の被

保険者であった期間（以下「厚年期間」と

いう。）中にあることが認められないこと

と、請求人が国民年金法（以下「国年法」

という。）の規定する障害基礎年金の受給

要件を満たしていないことをもその理由と

するものと解されるから、本件においては、

まず、①　本件初診日はいつと認めるべき

か、次いで、それが厚年期間中であると認

められるか否かが検討されるべきであり、

次に、②　本件初診日が厚年期間中である



と認められない場合は、請求人が障害基礎

年金の受給要件を満たしていないと認めら

れるか否かが検討されるべきである。なお、

保険者代理人は、本件審理期日において、

現在ある資料から当該傷病に係る最も古い

受診年月日は、ｂ病院のカルテから平成○

年○月○日であることが確認でき、本件障

害の程度は、四肢の機能障害とみて、２級

程度であろうと解釈する旨陳述した。

第４　当審査会の判断

１　本件初診日について判断する。

(1)　初診日に関する証明資料は、厚生

年金保険法（以下「厚年法」という。）

及び国年法が、発病又は受傷の日では

なく、初診日を障害給付の受給権発生

の基準となる日と定めている趣旨から

いって、直接それに関与した医師又は

医療機関が作成したもの、又はこれに

準ずるような証明力の高い資料でなけ

ればならないと解するのが相当であ

る。

そして、国年法及び厚年法上の障害

の程度を認定するためのより具体的な

基準として、社会保険庁から発出され、

同庁の廃止後は厚生労働省から発出し

たものとみなされて、引き続き効力を

有するものとされている「国民年金・

厚生年金保険障害認定基準」（以下「認

定基準」という。）が定められている

が、給付の公平を期するための尺度と

して、当審査会もこの認定基準に依拠

するのが相当であると考えるものであ

る。

認定基準の「第１一般的事項」によ

れば、初診日とは、障害の原因となっ

た傷病について初めて医師又は歯科医

師（以下 ｢ 医師等 ｣ という。）の診療

を受けた日をいい、具体的には、初め

て診療を受けた日（治療行為又は療養

に関する指示があった日）、同一傷病

で転医があった場合は、一番初めに医

師等の診療を受けた日、健康診断によ

り異常が発見され、療養に関する指示

を受けた場合は、健康診断日、及び、

障害の原因となった傷病の前に、相当

因果関係があると認められる傷病があ

るときは、最初の傷病の初診日が初診

日となるとされている。

(2)　提出されている資料から、本件初

診日の認定に係る客観的なものを全て

挙げると、①　ｃ病院ｄ科・Ａ医師作

成の診断書（平成○年○月○日付）（以

下「本件診断書」という。）、②　ｂ病

院・Ｂ医師（以下「Ｂ医師」という。）

作成の受診状況等証明書（平成○年○

月○日付）、③　当審査会委員長の照

会に対するＢ医師作成の回答書（以下

「Ｂ医師回答書」という。）（平成○年

○月○日付）、④　Ｂ医師回答書（平

成○年○月○日付）、⑤　請求人に係

るｂ病院（以下「ｂ病院」という。）

ｅ科外来診療録（平成○年○月○日か

ら同○年○月○日まで）及び退院時総

括（平成○年○月○日付）、⑥　ｂ病

院・Ｃ医師（以下「Ｃ医師」という。）

作成の受診状況等証明書（平成○年○

月○日付）、⑦　当審査会委員長の照

会に対するＣ医師作成の回答書（平成

○年○月○日付）、⑧　ａ病院・Ｄ医

師作成の受診状況等証明書（平成○年

○月○日付）、⑨　ａ病院・Ｄ医師作

成の入院証明書（診断書）（平成○年

○月○日付）、及び、⑩　ｂ病院ｅ科・

Ｅ医師作成の入院証明書（診断書）（平

成○年○月○日付）があり、これらを

おいて他に存しないところ、各資料に

ついてみると、次のとおりである。す

なわち、①は、傷病名「筋ジストロ

フィー」、傷病の発生年月日及び初診

日「平成○年頃」と記載されているも

のの、診断書作成医療機関の初診日は

平成○年○月○日であるので、上記記

載は、本人の申立てに基づいたものと

認められる。②は、当時の受診受付簿、

入院記録より記載したもの、及び、平

成○年○月○日の本人の申し立てによ

るものと記載した上で、傷病名「筋ジ

ストロフィー　腰椎椎間板ヘルニア」、

初診年月日「平成○年○月○日」、初

診から終診までの治療内容、および経



過の概要「平成○年○月○日　当科入

院　○月○日　腰椎椎間板ヘルニアの

診断の下手術施行。以後当科にて経過

観察していたが、平成○年○月○日を

最終とし、転医。現在はｃ病院にて加

療中。」とされており、これによると、

請求人が、平成○年○月○日に「腰椎

椎間板ヘルニア」の治療のためにｂ病

院ｅ科を初診し、同年○月○日に腰椎

椎間板ヘルニアの手術を受け、同○年

○月○日まで同院の外来受診をしてい

たと認められる。傷病名として当該傷

病が併記されているものの、当該傷病

に係る記載は全く認めることはでき

ず、本資料によって本件初診日をいつ

と認定することはできないし、そもそ

も③によると、Ｂ医師は②の作成日に

請求人とは初対面であったことから、

ほぼすべての病歴について、本人の申

し立てによって、また、⑤の診療記録

を見て書いたものであるに過ぎないこ

とが認められる。④には、当該傷病に

ついての記載は全く認められない。⑤

は、請求人に係る平成○年○月○日か

ら同○年○月○日までの診療記録であ

るところ、同○年○月○日には、Ｆ医

師による記載として、変化なし、装具

で歩行が可能、はしで食事が可能、力

仕事以外はなんとか可能、両手に力が

かかりにくい、また、同年○月○日に

は、下垂足用装具、同年○月○日には、

左下垂足について、痛み特になし 処

方希望、同○年○月○日には、Ｇ医師

による記載として、変化なし、手の力

が入りにくい、左下腿のしびれ続いて

いる、痛みは激しいものではない、Ｌ

ＢＰ（注：下部腰痛と思われる）を時々

生ず　筋緊張性ジストロフィー　と当

該傷病名が初めて記載されている。本

資料によれば、平成○年○月○日から

同○年○月○日までの期間、請求人は

ｂ病院ｅ科外来で診療を受けており、

平成○年○月○日時点では既に筋ジス

トロフィーと診断されていたことが認

められるので、本件初診日は、平成○

年○月○日の受診日に上記の症状が認

められ、これらの症状が前回受診日と

変化なしとされているのであるから、

前回受診日である平成○年○月○日と

するのが相当である。なお、⑥は、傷

病名「筋ジストロフィー　腰椎々間板

ヘルニア」、発病年月日「平成○年○

月」、初診年月日「平成○年○月○日」、

終診年月日「平成○年○月○日」、発

病より初診までの経過は「平成○年○

月特に誘因なく腰痛出現しその後左下

肢麻痺症状が出現、ａ病院で入院加療

するも症状軽減せず平成○年○月○日

紹介にて当科初診。」、初診より終診ま

での治療内容等は「筋ジストロフィー

と腰椎々間板ヘルニアとの診断を受

け、腰椎々間板ヘルニアに対し、平成

○年○月○日手術を受けた。疼痛は軽

減したものの筋ジストロフィーによる

左下肢運動障害は残存している。平成

○年○月○日を最終とし転医。現在は

ｃ病院で加療中。」と記載されている

が、上記⑤により認められる診療経過

をも併せると、これらは当時の診療録

に基づいての記載ではなく、あくまで

も本人の申立てによって作成されたも

のと推察される。また、「筋ジストロ

フィーによる左下肢運動障害は残存し

ている。平成○年○月○日を最終とし

転医。」とされているものの、⑥によっ

て、当該傷病と診断された時期ないし

はそれによる左下肢運動障害が認めら

れた時期については全く記載がなく、

不詳であり、本資料によって本件初診

日を認定することはできないといわざ

るを得ない。また、⑦は、⑥の記載内

容についての照会について、当時の受

診受付簿、入院記録より記載した部分：

平成○年○月○日当科初診　筋ジスト

ロフィーと腰椎々間板ヘルニアと診断 

平成○年○月○日腰椎々間板ヘルニア

に対し、手術。平成○年○月○日を最

後として転医、と記載されているが、

本資料によって、請求人が当該傷病と

診断された時期について特定すること



はできず、本件初診日を認定すること

はできない。⑧は、傷病名「腰椎椎間

板ヘルニア」、発病年月日「平成○年

○月頃」、発病から初診までの経過「腰

痛が出現して当科初診。」、初診年月日

「平成○年○月○日」、終診年月日「平

成○年○月○日」とされ、初診より終

診までの治療内容及び経過の概要に

は、請求人の筋ジストロフィーに係る

症状あるいはその初診日を示す記載は

一切見られず、本資料から本件初診日

は認定できない。⑨及び⑩は、入院の

原因となった傷病名「腰椎々間板症」、

「右腓骨神経麻痺」、「腰椎椎間板ヘル

ニア」であり、入院記録には、当該傷

病の記載は一切なく、いずれによって

も本件初診日がいつと認定できない。

なお、請求人がｂ病院を初めて受診

したのは、平成○年○月○日であるが、

これは腰椎椎間板ヘルニアにより受診

したものであり、同月○日に手術目的

で入院し、同年○月○日に手術を施行

したことが認められ、退院時に下腿外

側下部から足にかけての痺れ及び下垂

足が問題点として指摘されてはいるも

のの、同月○日に退院したことが認め

られる（⑤中の退院時総括）のであっ

て、この期間中に当該傷病についての

指摘は何もなく、しかも、同年○月○

日（退院サマリー）には筋電図検査を

受けたが、「ＥＭＧにて lt.tibialis 

anterior の著明な denervation を認

めた。」（⑩）、「severe denervation」（⑤

中の退院時総括）とされていて、前脛

骨に著明な除神経の所見が認められて

いるものの、当該傷病に由来する筋原

性異常所見が認められたわけではない

から、平成○年○月○日を当該傷病の

初診日と認めることはできないのであ

る。

以上みてきたように、本件初診日を

認定できる資料は、⑤のみであり、そ

こから、本件初診日は平成○年○月○

日と認められる。

２　被保険者資格要件について判断する。

本件初診日を平成○年○月○日とした上

で、請求人に係る厚年資格記録（共通）

に照らしてみると、同日において請求人

は厚生年金保険の被保険者ではなかった

ことは明らかである。

３　次に、請求人が障害基礎年金の受給要

件を満たしていないと認められるか否か

について検討する。

(1)  請求人に係る国年資格記録Ⅱによ

れば、平成○年○月○日において、請

求人は国民年金の被保険者であって、

障害基礎年金を受けるための保険料納

付要件を満たしていると認められると

ころ、障害基礎年金は、障害の状態が

国民年金法施行令（以下「国年令」と

いう。）別表に定める程度（障害等級

１級又は２級）に該当しないときは、

支給されないとされ、請求人の当該傷

病により障害等級１級の障害基礎年金

が支給される障害の程度としてはその

９号に「身体の機能の障害又は長期に

わたる安静を必要とする病状が前各号

と同程度以上と認められる状態であつ

て、日常生活の用を弁ずることを不能

ならしめる程度のもの」が掲げられ、

障害等級２級の障害基礎年金が支給さ

れる障害の程度としてはその１５号に

「身体の機能の障害又は長期にわたる

安静を必要とする病状が前各号と同程

度以上と認められる状態であつて、日

常生活が著しい制限を受けるか、又は

日常生活に著しい制限を加えることを

必要とする程度のもの」が掲げられて

いるので、本件障害の状態が上記１５

号又は９号の程度に該当しないと認め

られるかどうかを検討すべきところ、

障害の程度の具体的認定に当たって

は、障害認定の公平を期するための尺

度として発せられている認定基準に依

拠するのが相当である。

(2)　当該傷病による障害の程度は、認

定基準の第３第１章「第７節　肢体の

障害」（以下「本節」という。）の「第

４　肢体の機能の障害」の項に依拠し

て判断すべきであるところ、肢体の機



能の障害は、原則として、本節「第１

　上肢の障害」、「第２　下肢の障害」

及び「第３　体幹・脊柱の機能の障害」

に示した認定要領に基づいて認定を行

うが、進行性筋ジストロフィー等の多

発性障害の場合には、関節個々の機能

による認定によらず、関節可動域、筋

力、日常生活動作等の身体機能を総合

的に認定するとされ、肢体の機能の障

害の程度は、運動可動域のみでなく、

筋力、運動の巧緻性、速度、耐久性及

び日常生活動作の状態から総合的に認

定を行うが、障害等級１級及び２級に

相当すると認められるものを一部例示

するとして、次のとおり掲げている。

（１級）１　一上肢及び一下肢の用を

全く廃したもの２　四肢の機能に相当

程度の障害を残すもの （２級）

１　両上肢の機能に相当程度の障害を

残すもの

２　両下肢の機能に相当程度の障害を

残すもの

３　一上肢及び一下肢の機能に相当程

度の障害を残すもの

４　四肢の機能に障害を残すもの身体

機能の障害の程度と日常生活動作の

障害との関係を参考として示すと、

次のとおりであるとされている。

ア　「用を全く廃したもの」とは、日

常生活動作のすべてが「一人で全く

できない場合」又はこれに近い状態

をいう。

イ　「機能に相当程度の障害を残すも

の」とは、日常生活動作の多くが「一

人で全くできない場合」又は日常生

活動作のほとんどが「一人でできる

が非常に不自由な場合」をいう。

ウ　「機能障害を残すもの」とは、日

常生活動作の一部が「一人で全くで

きない場合」又はほとんどが「一人

でできてもやや不自由な場合」をい

う。

(3)　そこで、本件診断書により、本件

障害の状態をみるに、両上下肢の各３

大関節に係る可動域は、左足関節の自

動可動域は健側の２分の１以下に制限

されているものの他動可動域は正常で

あり、関節運動筋力は、右手関節の掌

屈、左手関節の背屈及び掌屈並びに左

足関節の底屈がいずれも著減、左足関

節の背屈が消失であるほかは、両上下

肢の３大関節の運動筋力はすべて半減

とされている。そして、日常生活動作

の障害の程度をみるに、上肢関係では、

タオルを絞る（水をきれる程度）及び

さじで食事をするがいずれも１人では

全くできない（両手）、つまむ（新聞

紙を引きぬけない程度）、握る（丸め

た週刊誌が引きぬけない程度）及び用

便の処置をする（尻のところに手をや

る）（右、左）はいずれも１人ででき

るが非常に不自由、用便の処置をする

（右、左）、上衣の着脱（かぶりシャツ

を着て脱ぐ及びワイシャツを着てボタ

ンを止める）（両手）はいずれも、１

人でできてもやや不自由とされ、下肢

関係では、片足で立つ（右、左）、手

すりのない状態で階段を登る及び手す

りのない状態で階段を下りるがいずれ

も１人では全くできない、屋内を歩く

（右、左）、屋外を歩く（右、左）及び

支持のない状態で立ち上がるが１人で

できるが非常に不自由とされる。ま

た、平衡機能については、閉眼での起

立・立位保持の状態は「不安定であ

る。」、開眼での直線の１０ｍ歩行の状

態は「転倒あるいは著しくよろめい

て、歩行を中断せざるを得ない。」と

され、補助用具使用状況は「常時（起

床より就寝まで）杖を使用、一本杖歩

行で、ようやく歩行している。」とさ

れる。そして、現症時の日常生活活動

能力及び労働能力は「両手指の筋萎縮、

左下肢の筋萎縮著明にて労働能力は不

可である。」とされているような本件

障害の状態は、上記障害等級１級に相

当すると認められるものの例示に当た

るとはいえないが、２級に相当するも

のの例示である「四肢の機能に障害を

残すもの 」に当たると認められるか



ら、障害等級２級の程度に該当すると

認めるのが相当である。

４　以上の認定及び判断の結果によると、

請求人に対しては、受給権発生の日を平

成○年○月○日とする障害等級２級の障

害基礎年金を同年○月から支給すべきで

あるから、原処分のうち、障害厚生年金

を支給しないとした部分は相当である

が、障害基礎年金を支給しないとした部

分は不当である。よって、本件再審査請

求に基づき、原処分中の障害基礎年金を

支給しないとした部分を取り消し、その

余の本件再審査請求を棄却することとし

て、主文のとおり裁決する。

　　

　　


